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【論文要旨】
米国の相対的な経済的影響力が低下する一方，東アジア地域，とくに中国が経済発展を遂げるこ
とによる国際秩序への影響が世界的に懸念されている。そのようななか，2013年には中国によっ
て一帯一路構想が提唱され，これを巡り様々な意味付けがなされている。本稿では一帯一路構想を
巡る解釈を整理し，今後当構想を評価するにあたって必要な視点を提示することを試みる。第 2
章では中国国外からの見解と，国内政策および対外政策に分けた中国側の見解を整理してゆく。そ
して第 3 章ではさらに視点を広げ，世界経済の中で一帯一路構想がどう位置づけられているのか
を見ていく。そして第 4 章では現在指摘されている課題を整理する。
中国の一帯一路構想は従来の秩序への挑戦という面も否定できないが，周辺地域における経済的
貢献もまた否定できない事実である。さらに分析を進めるためには，一帯一路構想で行われている
貿易や投資，援助の形態や，当構想がアジア地域で行われている意味を分析しなければならない。
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1 藤丸（2017）では，アメリカの，1960年代からのベトナム戦争の戦費による財政赤字拡大，1970年代から
ヨーロッパから距離を置かれ始めたこと，世界に占める生産・輸出等に占める割合を下落させたこと，貿易
赤字を拡大させてきたことを根拠に，相対的国力を低下させてきたことを述べた［藤丸，2017］。
2 中国が秩序に「挑戦」する，あるいは国際秩序を変えるのかどうかは論者により濃淡がある。エコノミー
（2018）のように，中国が既存の秩序に正面から対抗しようとしているとみる立場もあるが，そうではない
ものもある。
天児（2015）は，中国が仮に米国に経済的・政治的に追いついたとしても，世界が「中国モデル」や「中国
特殊論」を受け入れるわけではないという。なぜなら中国は既存の秩序の下で，基本的には現在の先進国が
辿ってきた工業化・近代化を後発国の優位の下で遂げてきたからだという。だが同時に，「現在の国際秩序
の延長線上にすべての国際社会の構成者が求めるような継承発展型の新たな共生型の国際秩序のために貢献
するとしたら，それは国際社会から歓迎されるものとなろう」とも述べる［天児，2015204］。
一方吉川（2017）は，「中国は他国が共有できるような規範や文化力を持たない，いわば『孤独な大国』で
ある」と述べる［吉川，2017163164］。中国は自身の経済力により，個別に関係を深めているのであり，
価値観や経済発展における「中国モデル」のようなものは打ち出せていないという。そのため，中国は自由
や民主主義といった既存の価値観に対抗できるとは見ていない。
3 The Belt and Road InitiativeBRI の表記もある。
1. 国内政策
2. 対外政策
第 3 章．一帯一路構想と世界経済
第 4 章．一帯一路構想の課題
第 5 章．おわりに
第章．はじめに
現在，米国の相対的な経済的影響力の低下が懸念される1 一方で，東アジア地域の経済発展が目
覚ましい。藤丸（2017）は，東アジアにおける国際公共財，およびその国際経済秩序への影響に
ついて考察し，東アジア地域の動向は今後の国際経済秩序の行方を考えるにあたり，欠かせない要
素であることを明らかにした。とくに近年では，中国の影響力の高まりが懸念されており，既存の
国際秩序に挑戦しようとしているのではないかとの見方2 もある［エコノミー，2018］。その 1 つ
の例として一帯一路構想（One Belt, One Road Initiative3OBOR）が挙げられる。一帯一路構想
とは，中国が提案した広域経済圏構想であり，アジア，ヨーロッパ，アフリカまでを対象とする巨
大なプロジェクトである。
一帯一路構想の提唱は2013年であった。中国の習近平国家主席は，2013年 9 月にカザフスタン
で「シルクロード経済ベルト」構想を，そして同年10月にインドネシアで「21世紀海上シルクロー
ド」構想を提案した。そして同年11月の中国共産党第18期中央委員会第 3 回全体会議では，当構
想の推進が決定され，正式に当構想を推進していくこととなった［国立国会図書館 調査及び立法
考査局，20172］。
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4 以下，引用は王義　著，川村明美訳（2017）の付録「ビジョンと行動」より。
5 毎日新聞「中国習氏，中東・アフリカ歴訪 狙うは『一帯一路』拡大」東京朝刊 8 ページ，2018年 7 月25
日。
6 中華人民共和国駐日本国大使館公式HP「『一帯一路』国際協力サミットの成果楊潔チ国務委員にインタビ
ュー」より。
http://www.china-embassy.or.jp/jpn/zt/1D1LJP/t1463831.htm（2018年11月15日アクセス）
2015年 3 月には「シルクロード経済ベルトと21世紀海上シルクロードの共同建設を推進するた
めのビジョンと行動」（以下「ビジョンと行動」）が公表され，当構想の全体像や理念を示す初の重
要文書が作成された。
「ビジョンと行動4」によれば，一帯一路構想の目的は，経済要素の秩序ある自由移動，資源の効
率的配分，そして市場の統合を促すこと，そして沿線各国が経済政策において協調し，広く高いレ
ベルの地域協力を行い，地域経済協力の枠組みを作っていくことである。またその原則として，◯
国連憲章・平和五原則の遵守，◯開放・協力の堅持（各国，各機関が自由に参加可能），◯調和・
包容の堅持（国家間の多様性を尊重しつつ協力すること），◯市場運営の堅持（市場ルール，国際
慣習法に従いつつ，政府の役割も発揮すること），◯互恵・ウィンウィンの堅持，が挙げられてい
る。
一帯一路構想の対象地域は表 1 の通りである。両端に東アジア経済圏とヨーロッパ経済圏があ
り，ユーラシア大陸を貫く広大なものとなっているが，近年アフリカや中南米にまで拡大されてい
る5。
当構想における重点分野としては，◯政策の意思疎通（政府間協力の強化），◯インフラ（交通，
エネルギー，通信）の接続（主権・安全保障に配慮しつつ，インフラ建設計画，技術標準体型の連
携強化を行い，国際幹線ルートの建設を共同で進めること），◯貿易の円滑化（投資・貿易障壁を
取り除き，良好なビジネス環境を整えること），◯資金の融通（金融協力の深化，アジアインフラ
投資銀行，シルクロード基金などの設立），◯民心の通い合い（文化交流，学術交流，人材交流な
ど）が上がっている［王，2017付録］。
2016年末には100ヵ国余りの支持・参加を得ており，また39の国・国際組織との間で，当構想に
関する46件の協力合意を得た［国立国会図書館，20172］。2017年 5 月には北京で一帯一路国際
協力サミットフォーラムも開催され，130余りの国と，70余りの国際機構の，1500人余りからの参
加を得た6。このような状況を見る限り，一帯一路構想は成功を収めているかに思えるが，懸念の
声も大きい。
たとえば2017年には，中国に対して多額の債務を抱えるスリランカが，その返済のために，中
国企業に対してハンバントタ港の運営権を99年にわたり貸し出したことは広く知られることとな
った。これに対し，港を軍事利用し，周辺への地政学的影響を高めようとしているのではないかと
の懸念も広がった7。
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図 一帯一路構想とアジアの動き
出所2018年 8 月24日 日本経済新聞夕刊 2 ページより抜粋．
7 日経ビジネス（2018）「安保か経済か，迫られる踏み絵 深まる一帯一路の陰で「赤化」する世界（特集 米
中100年 新冷戦IT，貿易，軍事…覇権争いの裏側）」『日経ビジネス』（1947），日経 BP 社，pp.3641.
8 第二次世界大戦後，ヨーロッパ経済の復興を目的にアメリカにより行われた復興・援助計画。1947年に当時
の米国国務長官ジョージ・マーシャルにより提唱された。
9 The Economist (2018) ``Will China's Belt and Road initiative outdo the Marshall Plan?'', Mar 8th, 2018.
しかし，中国の経済的・政治的影響力の拡大だけが一帯一路構想の全貌なのだろうか。2018年 3
月 8 日の Economist 誌によれば，かつての米国によるマーシャル・プラン8 と，中国の一帯一路構
想を比較し，それぞれの特徴を述べている。それによれば，マーシャル・プランの援助を受けるた
めには，ヨーロッパ各国は財政の安定性と貿易障壁の撤廃を行わなければならなかった。
またそれを踏まえ一帯一路構想は，中国の内政干渉への用心深さ，一帯一路関係国が中国よりも
経済的自由を享受していることを挙げ，マーシャル・プランに匹敵するほどの影響力は持たず，規
律を外部に輸出することはないだろうとしている9。
ここで一帯一路構想はどう捉えられるべきかという疑問が出てくる。そこで本稿では，一帯一路
構想がどのような意味を持つのかに関する解釈を分類し，当構想を見ていくためにはどのような視
点が必要であるのかを提示し，一帯一路構想とは何かを提示する。
具体的には，まず第 2 章第 1 節において，中国の外から見た一帯一路構想の評価を整理する。
ここでは，スリランカのハンバントタ港の運営権売却の件を代表とする「負債トラップ」外交や，
「インド太平洋」概念を挙げる。続いて第 2 節において，中国側の見解を国内政策と対外政策に分
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10 バタイネ他（2018）p.62.
けて整理する。国内政策においては中国の経済構造転換，地域間格差是正，エネルギー安全保障の
強化を取り上げる。対外政策においては中国の外交姿勢の変化の反映，アジアの地域協力を推進す
る意図，そして米国との関係といった要素を取り上げる。
第 3 章では，一帯一路構想を国際公共財や世界経済といったさらに大きな視点から検討する。
その結果，中国が秩序に挑戦しているという見方や，単に国内事情によるものという見方だけでは
なく，世界経済にどう貢献しうるのかという視点が重要であることが示唆される。
第 4 章では，一帯一路構想の問題点として，◯一帯一路構想該当地域の多様性と不安定性に関
するもの，◯中国側の一方的な利益享受を懸念するもの，◯投資リスクに関するもの，◯構想の進
展に伴う対外関係の変化と警戒感の高まり，および◯アフリカとの関係について述べる。
そして最後に，一帯一路構想についての分析をさらに進めるためには，どのような点に着目する
べきかを提示する。
第章．一帯一路構想をめぐる解釈
第節 中国国外からの一帯一路構想への評価
まず一帯一路構想について言及されることの一つとして，中国の沿線諸国に対する地政学的影響
力が挙げられる。
バタイネ他（2018）によれば，欧米の有識者は，中国の政策銀行は「負債トラップ外交」を利
用していると批判しているという。ここで「負債トラップ外交」とは，「相手に返済しきれない負
債を負わせることで自国の意向に従わせる10」ことである。その代表的なものとしては，2017年に
中国に対する多額の負債で苦悩していたスリランカが，ハンバントタ港の運営権を中国企業に売却
したことが挙げられる。バタイネ他（2018）自身は，中国がこのような融資で一方的に利益のみ
を上げているわけではなく，むしろ多額の負債を出している，あるいは優れたパフォーマンスを上
げていないということを指摘しているが，このような地政学的懸念は多くの識者に指摘されてお
り，一帯一路構想におけるインフラ建設においても同様の事態が起きるのではないかと懸念されて
いる。
さらに沿線国のみならず，インド洋・太平洋地域において中国に対する懸念が広がっている。貴
家（2017）は，台頭しつつある中国が大国としての役割を果たすことや，新たな国際関係を築い
ていくことへの懸念が広がっており，その 1 つの現象として「インド太平洋」概念を挙げている
［貴家，2017］。
「インド太平洋」概念とは，世界経済の重心がアジアへ移行しつつある中，2000年代から急速に
台頭した中国や，同時期のインドの経済成長を背景に出現した概念である［山本，20164］。地
域としては，Boutilier（2004)11 はアジア太平洋地域をペルシャ湾地域，インド，パキスタン，オー
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11 山本（2016）によれば，Boutilier による「インド太平洋」概念の認識は，現在のインド太平洋論と認識が非
常に近いため，2010年頃からの「インド太平洋」概念の共通認識となりえるという［山本，20161011］。
12 山本（2016）は，一般的に一帯一路構想は，インド太平洋概念を含むアメリカのアジア回帰に対抗するもの
と考えられているが，そうではないという。山本（2016）は中国もしくは中国の論者の何人かはインド太平
洋と「海のシルクロード」を対比していると考えている［山本，20167］。
13 朝日新聞「米『インド太平洋軍』に改名『太平洋軍』から 中国意識か」夕刊 2 ページ，2018年 5 月31日．
14 毎日新聞「米中揺れるインド太平洋 貿易・安全保障，高まる対立ムード」東京朝刊 8 ページ，2018年 8
月31日．
ストラリア，ニュージーランド，そしてインドネシアから日本にかけての東アジアの国々を包括す
るものとしている［Boutilier，20041］。
この「インド太平洋」概念を基に，インド太平洋地域の国々で戦略的な面，また通商路の安定な
どの経済的な面における枠組みの構築がなされるようになった［山本，20164］。2010年の初め
になると中国の海洋進出に伴い，戦略的な面を重視するインド太平洋論が出現し，2013年には一
帯一路構想を機に，当構想に含まれる「海のシルクロード」が戦略的な面を持つインド太平洋論に
対するものだという議論が出てくるのである12［同上稿4］。
この「インド太平洋」の中身について，山本（2016）は 3 つの性質に分類している。
まず 1 つ目は「戦略論的インド太平洋論」である。これは「大国間の葛藤やバランス・オブ・
パワーという観点からインド太平洋を見ようとするもの」［同上稿6］であり，中国に対する警
戒感が最も強く出ているものである。
2 つ目は安全保障に焦点を当てつつも，関連諸国を全てカバーした協力体制を，当地域に作って
いこうとするものであり，◯ほど対中脅威は感じないものである［同上稿6］。
3 つ目は，安全保障は無視しないが，インド太平洋の安定と経済的発展を促進する枠組みを作ろ
うとするものである［同上稿6］。
実際，当海域の治安や領土問題をめぐり紛争も増えているため，このインド太平洋諸国の海軍の
強化がなされているという［貴家，2017266］。さらに当地域は重要なエネルギー輸送路でもあ
るため，各国の様々な利益が交錯する，極めて重要な場所でもある［同上稿266］。そのため，
各国は地政学的観点から様々な戦略を巡らせる必要に迫られるのである。
特に米国の中国に対する安全保障上の対抗は高まっており，2018年 5 月には司令部をハワイに
置く「太平洋軍」の名を「インド太平洋軍」に改名することを発表した13。一方，オーストラリア
や ASEAN 諸国，インドにおいては，中国の影響力の拡大を懸念する動きが高まってはいるもの
の，近年の経済的な関係の深まりを考慮し，米国と中国との間でバランスを取りながら外交を進め
る姿勢がある14。
以上のように，中国が一帯一路構想を含めた影響力を高めてゆく中で，それに伴い近隣地域にお
いて覇権を拡大してゆくのではないかという懸念が存在している。しかし，それが一帯一路構想の
全てなのだろうか。確かに，中国のいう「ビジョンと行動」をそのまま鵜呑みにするわけにはいか
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ないだろう。しかし，以上のような論考からは，一帯一路構想の意味付けに不可欠な要素である，
中国がなぜこの政策を取るに至ったかという経緯や，一帯一路構想の評価に欠かせない，援助を受
ける側の事情は深くは見えてこない。加えて，なぜ多くの国や機関から注目を集めているのか，支
持や参加を集めたのかを説明することはできない。そこで次節において，中国側の見解を，国内政
策，対外政策の 2 つに分けて整理・考察してゆく。
第節 中国側の見解―国内政策・対外政策としての一帯一路構想
王（2017）によれば，一帯一路構想は「全方位的な対外開放の必然の論理」，「文明復興の必然
の趨勢」，「包括的グローバル化の必然の要求」としており，中国がグローバル化に参加する側だっ
たのが，それを作ってゆく側に変化したことを示すのだという［王，201715］。加えて「グロー
バル・リバランス」という概念に触れ，内陸国家の開発を促し，ヨーロッパ人によるグローバル化
が起こしてきた経済格差や地域発展の不均衡を解消し，新たな世界を作ることを目的としていると
いう［同上書17］。つまり当構想は中国が大国となっていく中で，西側諸国が今まで作り上げて
きた経済秩序を補完するものだという主張である。
だが，中国による世界経済への貢献という視点を打ち出す一方で，王（2017）は中国が抱える
問題解決のためのツールとしての一帯一路構想という視点も提示している。王（2017）によれば
一帯一路構想は，◯中国国内の過剰生産能力問題の解決（新たな輸出市場開拓），◯資源獲得問題
（獲得先の多様化），◯安全保障の強化（沿海部だけでなく内陸も発展させることで，沿海部が機能
しなくなった際のリスクを減らす試み）を狙っているという。つまりそれらを実現するための，貿
易・通貨体制を確立することが一帯一路構想なのだという［同上書37］。王（2017）の見解を見
る限り一帯一路構想は国内政策と対外政策が融合したもののように見て取れる。
このような一帯一路構想の複雑性は，伊藤（2015）にも指摘されている。伊藤（2015）によれ
ば「ビジョンと行動」は，国連憲章や互恵関係に触れていることで外交文書としての特質を持ち，
また市場メカニズムの決定的役割について触れているという点で国内改革文書の特質を持つという
［伊藤，201533］。さらに，「ビジョンと行動」は外交部と，国内制度改革を担当する国家発展改
革委員会，貿易投資関係を担当する商務部の共同文書であり，これも当構想の複雑性を現している
という［同上稿39］。加えて，先行する政策との連続性や，「ビジョンと行動」後半部に列挙さ
れている既存の多国間枠組み・博覧会を挙げ，伊藤（2015）は冒頭において一帯一路構想の形成
過程を見れば「グランドデザイン」のように見えるとしつつも，中身を見れば「既存プロジェクト
の詰め合わせという面が目立つ」［同上稿33］と述べている。
一帯一路構想を，これまでの国内政策と対外政策が融合したもの，という視点で見た場合，構想
の狙いも国内問題解決のツールとしての意味合いが強くなる。以下，それを詳しく見てゆく。
――
15 渡辺（2015）は人民元レートの切り上げがその要因だとしている。
. 国内政策
国内政策に関しては，中国の経済構造転換の必要性，国内の地域間格差是正，エネルギー安全保
障の強化が主に指摘されている。
国内政策上の狙いとして，渡辺（2015）はまず中国の経済構造転換の必要性を挙げている。こ
の狙いは，一帯一路構想を通じた，西への対外開放を進めることによる貿易や投資の拡大を通じ，
国内産業の高度化を図ろうとするものである。これまで中国は労働集約型製品の輸出を軸に高度経
済成長を遂げてきた。しかし2008年のリーマンショック後の先進国市場の不況が中国の輸出に悪
影響を与えたこと，そして人件費上昇による15 競争力低下を受けて，経済構造の転換を迫られたの
である［渡辺，201533］。そのためには，内需主導型の経済成長を目指す必要があり，その一環
として既にリーマンショック後の2008年11月に 4 兆元の景気刺激策として，内陸部を中心とした
インフラ整備が行われている。相対的に賃金の安い内陸部に生産拠点を移すのと同時に，中国国内
の産業高度化を進めることで経済構造の転換を図る意図がある［同上稿33］。さらに中国西北部
の対外開放を進めることにより，国境を越えて工場を移転することで産業の再配置も可能となる
［同上稿33］のである。
さらに伊藤（2015）は，国外へのインフラ建設の融資を通じて過剰な外貨準備を解消するとい
う意図を指摘している［伊藤，201534］。「ビジョンと行動」にはインフラ建設に重点を置くこ
とや，中国の各地方の比較優位を活かして周辺諸国との交流や協力を進めていくことも述べられて
いる。さらに多くの識者にこの点は指摘されているため，一帯一路構想はこのような国内事情の解
決を織り込んだものという評価は妥当であると考えられる。
加えて，渡辺（2015）は中国の国内事情として地域間経済格差の存在を指摘する。内陸部に経
済成長地域を作ることで，地域の発展を促進する意図があるのだという［渡辺，201533］。白
（2018）は中国中西部の経済発展のためには，生産能力を東部から移転すること，そして周辺国と
中西部地域の交流を強化する必要があるという［白，2018124］。さらにそのような経済発展を
通じ，西部地域の秩序の安定を図る意図も指摘されている［伊藤，201534］。「ビジョンと構想」
には中国内陸部の比較優位を活用し，周辺諸国と協力しつつ経済開発を進めていくとの言及がされ
ており，こうした意図も当構想には含まれていると考えられる。
また，渡辺（2015）はエネルギー安全保障上の要請にも触れる。1993年から中国は石油の純輸
入国となっている。海上輸送に加え，中央アジア経由の供給を確保することで，エネルギー安全保
障を強化する狙いもあるという［渡辺，201533］。この点は平川幸子（2018）にも指摘されてい
る。平川幸子（2018）は，一帯一路構想は国内の過剰生産の解消という狙いがあるだろうとしつ
つも，エネルギー資源の豊富な沿線国への影響力を高めることで，エネルギー資源の安定供給を目
標にしているのではないかと指摘し「国家生存のためのエネルギー大戦略」とまで言及している
――
16 平川幸子（2018）によれば，1989年の天安門事件以後，国民の支持を維持するために，中国は経済発展に尽
力した。1992年には「南巡講話」を発表し，1993年には「社会主義市場経済論」を公式に導入し，経済面に
おける市場経済化を推進した。その中で，エネルギー政策も海外へ活路を求めるようになり，「1993年より
エネルギー省が廃止され新部門編成と関連改革が始動し，その中では，特に石油企業の育成が重点的課題と
なった」［平川幸子，201891］のである。
［平川幸子，201890］。
1978年の改革開放以来経済成長を遂げてきた中国は，ついに1993年にはエネルギーの純輸入国
となる。その後一旦は市場メカニズムを利用し石油産業を活性化しようとするのだが16，2001年 9
月以来の米国のイラク，アフガニスタンへの進出が，中国にエネルギーを国際政治や安全保障戦略
の次元でとらえることを迫ったのである［同上稿91］。
中央アジアは当初主な資源の輸入先として重視されていなかったが，2000年代初頭までに中央
アジアとの地域協力関係の基礎を固めていたことや，米国など欧米先進国との石油企業をめぐる摩
擦を経て，「中央アジアでの地域協力に外交とエネルギーの活路を見出した」［同上稿96］ので
ある。中央アジアは，◯新興中小国から成るため，影響力を行使しやすい，◯上海協力機構
（Shanghai Cooperation OrganizationSCO）を通し，当地域の秩序を保ちつつ，エネルギー輸送
ルートを確保，管理できる，◯新疆ウイグル地域の秩序維持と経済開発問題を同時に解決できるこ
と，◯経済社会開発によって，中央アジアの貧困問題を解決することで，急進的民族主義，宗教的
過激主義，国際的テロリズムを予防できること，◯1990年代からの当地域の多国間主義に，米国
が関わっていないこと，という利点がある［同上稿9697］。平川幸子（2018）は中国政府によ
る以上の判断が，2000年初頭における中央アジア地域におけるエネルギー輸送インフラプロジェ
クトの進展につながったのだというのである。カザフスタンでは，2004年 9 月に原油パイプライ
ンの建設工事が開始される。トルクメニスタンでは2007年 7 月に共同開発に関する契約が結ば
れ，トルクメニスタンの天然ガスはウズベキスタン・カザフスタン経由で新疆に入るようになった
［同上稿97］。
そして，「この多国間にまたがる輸送パイプラインが，中国のエネルギーをめぐる地域協力の具
体的実践例の発端であり，後に提唱される『一帯一路』陸路イメージの起源だといえよう」［同上
稿97］と平川幸子（2018）は述べるのである。沿海部のみならず内陸部の経済発展も視野に入
れている中国にとって，そのエネルギー源を確保することは非常に重要であり，エネルギー確保の
意図も存在することは確かであろう。
. 対外政策
一帯一路構想における対外政策面では大きく分けて，中国の外交姿勢の変化の反映，アジアの地
域協力を推進する意図，そして米国との関係を意識していることが挙げられている。
中国の外交姿勢の変化については，渡辺（2015）によれば，2013年から2014年にかけて，中国
――
表 中国の FTA と一帯一路沿線国の関わり
出所江原（2017）p.11より抜粋。斜線・下線のある国・地域・地区が一帯一沿線国。
は周辺国との関係強化を表明してきたという。2013年の周辺外交工作座談会では周辺外交の重要
性を強調し，2014年のアジア相互協力信頼醸成措置会議ではアジア重視の姿勢を強調した。同年
には，北京で開催されたアジア太平洋経済協力（APEC）首脳会議においてシルクロード構想やそ
れに関連する事項についてアピールしており，この間で中国が外交の重点を大国外交から周辺外交
へと変化させたことが見て取れるのだという［渡辺，201534］。したがって，同時期に提唱され
たシルクロード経済圏構想の推進は，中国の外交戦略の一環と捉えられるとしている［同上稿
34］。加えて，経済の低迷と2014年のクリミア編入による経済制裁を受けたロシアの国際的な影響
力の低下を受け，中央アジアへの関与を強めるチャンスであると判断したということも指摘してい
る［同上稿35］。
地域協力に関しては，白（2018）がアジアは世界経済の中心になりつつあること，それにも関
わらず地域間協力が進んでいないことを挙げ，アジア全体のインフラ建設と体制改革を促進し，関
連諸国のビジネス環境を向上させることが，一帯一路構想の意義の 1 つなのだという［白，2018
124］。渡辺（2015）はさらに，当構想は地域協力の新しいモデルを提供することが将来的な目的
であるという［渡辺，201536］。一帯一路が作る協力関係は，伝統的な大国が作る覇権とは異な
り，対外開放，発展，協力，ウィンウィンという平和的な発展の道を明確にした新しい戦略構想で
あると述べる［同上稿36］。このような新しい経済協力関係について，江原（2017）は「一帯一
路 FTA ネットワーク」という語でまとめている。
表 2 を見ると，中国の既存の FTA ネットワークは，すでに一帯一路構想沿線国が中心となって
いることが分かる。また，江原（2017）によれば，「一帯」において沿線国・地域組織の発展・連
――
17 　伴（Huoban/フオバン）関係は，「通常パートナーシップと訳されているが，中国と一定の信頼関係を構
築しており，重大な問題について基本的に意見を異にしない関係とされている。その最大の特徴は，拘束力
のある条約や協定によってではなく，元首（首脳）の信頼関係に基づく共同声明をもって構築・格上げされ
る点にある」［江原，201715］。また，江原はこの構築においては，「当事国の経済状況や事情をより反映
できる融通性がある」［同上稿16］とも述べる。
18 データベース「世界と日本」「『一帯一路』国際協力サミットフォーラム，習主席が基調演説」英語版を参照。
http://worldjpn.grips.ac.jp/documents/indices/BR/iindex.html（2018年 9 月13日アクセス）
携そしてパートナーシップの構築・格上げが中心になされており，その先の FTA 構築が期待でき
るという［江原，201713］。そしてその FTA の性質は，「ハードルの高くない FTA」になると
述べ，その性質を以下 2 つにまとめている［同上稿1314］。
◯中国の FTA ネットワークの「交渉中」「研究中」の国，地域協力組織との FTA 構築に努めるが，
ハイレベルな FTA 構築を追求しない。
◯　伴関係17 の構築・格上げの過程で，FTA に関わる内容を，対象国・地域組織の事情を考慮し
た形で共同声明に織り込み，これを具体化する形で FTA の構築とする。
そして，このもとでの「一帯一路 FTA ネットワーク」は「妥協と譲歩による交渉の成果として
構築され，協定や条約によって縛られるこれまでの FTA とは大きく一線を画している」［同上稿
15］と述べている。確かに，一帯一路国際協力サミットフォーラムの基調講演にて，習主席は平
和共存 5 原則を基礎とし，参加国と友好協力を展開すること，内政には干渉せず，社会制度と開
発モデルの輸出・強要はしないと述べており18，また中国自身が発展途上国であることからも，
FTA ネットワークが TPP のような高水準の経済開放を求めるようなものにはならないと考えら
れる。
米国との関係から見た一帯一路構想については，主に米国のアジア回帰政策に反応したものとい
う見方がされている。
山本（2015）は，「中国の『一帯一路』戦略ともっとも関係のある戦略（そして中国の『一帯一
路』に大きなインパクトを与えたもの）は，アメリカの戦略であったろう」［山本，20154］と
述べ，アフガニスタン・イラクからの撤収後打ち出されたアジア回帰の 1 つである「新シルクロー
ド構想」がその大元であると指摘する。平川幸子（2018）によれば，2011年 9 月にクリントン米
国国務長官が「新シルクロード構想」を提唱したことが，中国の対中央アジア政策に影響したのだ
という［平川幸子，201898］。「新シルクロード構想」は，アフガニスタンを中央アジア地域経
済に取り込み，地域全体の経済成長を促すためのもので，中東，中央アジア，アフガニスタン，パ
キスタン，インドへ至るルートを指す［同上稿98］。これを自身への封じ込めであると認識した
中国は，その対抗策としてアジアの周辺国を取り込む必要に駆られ，「支点国19」と指定した国に
重点的に働きかける。そのような中国の対アジア政策が，一帯一路構想に収斂していったのだとい
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19 平川幸子（2018）によれば，その条件は，◯地域の強国であること，◯中国との関係が良好であること，◯
中国と核心的利益の衝突がないこと，◯米国との関係が比較的良好，だという［平川幸子，201899］。な
お平川幸子（2018）によれば，中央アジアの「支点国」はカザフスタンであった。
20 Dollar（2015）では60国近くとなっているが，本稿では AIIB 公式 HP の情報（2018年 9 月15日時点）に基
づいて修正した。
https://www.aiib.org/en/about-aiib/index.html
う［同上稿99］。加えて，中国が TPP のような世界のメガ FTA の形成に参加できていないとい
う焦りも，一帯一路構想に踏み切った 1 つの要素であると指摘されている［貴家，2017261］。
貴家（2017）はその背景として，◯FTA 形成のルール作りにこのまま参加できなければ，中国は
21世紀の貿易・投資ルール作りに参加できなくなること，◯環大西洋貿易投資協定（Transatlan-
tic Trade and Investment PartnershipTTIP）や環太平洋パートナーシップ協定（Trans-Paciˆc
Partnership AgreementTPP），日欧経済連携協定などの動きに対抗する必要性があること，を
指摘している。
第章．一帯一路構想と世界経済
前章まで，一帯一路構想の意味を中国の国内事情と国際関係から考察してきた。この章では，そ
の意味をもっと大きな文脈，つまり国際公共財や世界経済といった視点から検討してゆく。
山本（2015）によれば一帯一路構想は，その財政面を支えるアジアインフラ投資銀行（Asian
Infrastructure Investment BankAIIB）と共に，国際的なルール形成への影響力拡大をもたらす
という［山本，201513］。AIIB により，制度のガバナンスや融資の基準などで，世界銀行やア
ジア開発銀行とは異なるルール形成が行われる可能性や，一帯一路構想を通じた人民元の国際化に
よる IMF 体制の中での中国のポジション増大などを鑑みて，既存の秩序への挑戦とまではいかず
とも，その修正をもたらす意図がある，もしくはそのような結果になるかもしれないと述べるので
ある［同上稿13］。確かに，一帯一路構想を通じた周辺国への影響力拡大や，AIIB を通じた国
際金融体制への影響は多く指摘されている。たとえば青山（2016）は，中国が AIIB や BRICS 開
発銀行などの金融機関を設立すると共に，中国が投資先を自由に決定できるシルクロード基金を用
いることで，「中国主導の金融秩序作りに尽力するとともに，新興国ならびに資金の供給を受ける
発展途上国との関係強化を図っている」［青山，2016127］という。
しかし丸川（2017）は，現在の時点では中国は，既存の秩序に挑戦する姿勢は見せていないと
いう。なぜなら，IMF の出資比率の改革や，人民元の特別引出権（Special Drawing Rights
SDR）入りなど，あくまで既存の体制の中での役割を拡大しようとしており，AIIB にしても，世
銀やアジア開発銀行（Asian Development BankADB）に補完的な役割を演じているのだという
［丸川，201750］。確かに AIIB の承認済みプロジェクトを見ても，世銀や ADB など既存の国際
金融機関との共同出資のものが多く見受けられる。
また，Dollar（2015）の指摘するように，80ヵ国以上の加盟する20 AIIB において，中国が単独
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表 中国の承認済みプロジェクトと融資金額
出所佐野（2018）p.79より抜粋。
で融資を進めるということは考えにくい［Dollar，2015165］。したがって，既存の経済秩序との
関係でいえば，中国は目下それを変革するというより，補完する意思の方が強いように見受けら
れ，いわゆる国際公共財的な役割を果たしつつあるといえる。
このような役割について，平川幸子（2018）は一帯一路構想の沿線国は政治的に不安定な発展
途上地域であり，このような地域の安定には経済発展とその安定性が必要であるという。そして，
その基礎となるインフラ建設を，自国の利益追求のためであっても実現しようとする中国の取り組
みを，前向きに評価し，一帯一路構想を米国との覇権争いという構図で見ることに懸念を表してい
る［平川幸子，2018108］。
同様に，丸川（2017）も類似の視点を提供する。丸川（2017）によれば，一帯一路構想は中国
を起点としてその沿線諸国を繋げてゆくという構想を打ち出したために，中国を中心とした大帝国
を作るようなイメージを喚起してしまったという［丸川，201749］。しかしそれは既存のインフ
ラ建設プロジェクトをまとめただけのものであり，一帯一路構想を評価するためには，各プロジェ
クトがホスト国に対してどれだけ経済発展に寄与できたかを評価するべきだという［同上稿
49］。主に 2 章で見てきたように，一帯一路構想はこれまで中国が取り組んできた対外政策がかな
――
りベースとなっている。経済大国となった中国に野心が無いとは必ずしも言い切ることはできない
が，中国対既存の秩序という単純な構図を用いては一帯一路構想の本質をつかむことはできないと
言えよう。
それでは一帯一路構想とは何なのだろうか。平川均（2016）は，経済成長の軸がアジア太平洋
から中国，インド，中央アジア，中東，東欧の地域に広がりつつある，世界経済の歴史的な文脈に
一帯一路構想を位置付けている［平川均，2016108］。一帯一路構想は沿線国との経済協力のな
かで，ユーラシアの経済統合を進めていく可能性がある［同上稿108］。中国がナショナリズム
や自国の利益を押し出してくることを懸念しつつ，もし国際公共財として当構想が提供されるなら
ば「ユーラシア経済，アフロ・ユーラシア経済の時代の出発点になる可能性が高い」［同上稿
108］というのである。多くの有識者が指摘するように，提唱から 5 年経ったとはいえ，まだ一帯
一路構想は始まったばかりであり，その評価は定まらない。しかし，地政学，国内問題の解決，対
外政策の延長，覇権争いといった視点を踏まえたうえで，さらに大きな視点が，当構想の評価を決
める上では必要になってくるであろう。
第章．一帯一路構想の課題
一帯一路構想が進展していくなかで，その課題も徐々に浮き彫りとなってきている。ここでは◯
一帯一路構想該当地域の多様性と不安定性に関するもの，◯中国側の一方的な利益享受を懸念する
もの，◯投資リスクに関するもの，◯構想の進展に伴う対外関係の変化，と警戒感の高まりについ
て述べる。
1 つ目は，一帯一路構想該当地域における宗教・文化・民族の多様性と政治的不安定性による，
協力関係の構築の難しさである［今村，2018278］。確かに，計画の広大さゆえに沿線諸国には
様々な国が含まれ，中国国内だけを見ても新疆ウイグル自治区など少数民族が居住している地域が
あり，摩擦が懸念される。渡辺（2015）も内陸部の経済発展に伴い，漢族の移住が増えることで，
利害関係の変化，民族間の摩擦や治安の悪化などの可能性を指摘している［渡辺，201537］。
2 つ目に，関係諸国におけるインフラ建設で，中国の過剰生産物を消化しようとすることへの，
現地からの反感が指摘されている。中国企業の直接投資や援助の形でインフラ建設が行われるなら
その解消は期待できるが，当該地域の雇用創出・技術移転に結びつかない形で開発が行われるなら
ば，近隣諸国との長期的関係は築けないという［今村，2018279］。このような経済的利益の共
有に関する問題について，佐野（2018）は一部沿線地域における貿易不均衡の拡大を指摘し，中
国側の貿易黒字が続く場合，貿易相手国の保護主義的反応を起こし，中国に対する警戒感を高めて
しまう可能性を指摘している［佐野，201882］。
3 つ目に，中国企業の対外直接投資についての懸念も指摘される。白（2018）は沿線国の一部に
おける投資リスクの高さを指摘している。また，政府の救済による大量の負債を抱える中国の国営
企業によるインフラ整備・海外投資の収益予測は難しく，万が一の場合は世界規模の金融不安が起
――
21 なお，確かにインドは一帯一路構想には参加していないが，AIIB の方には参加している。さらにインド向
けの投融資は AIIB の投融資の 3 割を占め，最大のものとなっており，AIIB を通じ関係改善が図られている
とみられる。
朝日新聞「AIIB 投資インドで突出 全体の 3 割」2018年 6 月27日 朝刊 7 ページ 東京本社．
22 佐野（2018）はスリランカのケースは，スリランカ側の財政規律の問題であると見つつ，結果的に中国の積
極的な支援が要因になったと指摘している。
こるリスクもありうるという［白，2018126］。
4 つ目に，対外関係や中国に対する警戒感に関するものが指摘される。丸川（2017）によれば，
「中国・パキスタン経済回廊」は，対立関係にあるインド・パキスタンの一方に過度に肩入れした
結果となり，インドを当構想から遠ざけてしまったという21。当構想を通じて対外進出を進めるな
かで，中国と新興国，あるいは新興国同士の関係を刺激してしまうことが懸念されている。一帯一
路構想の進展に伴う対外関係の変化について，他にも米国，EU，日本との間で，一帯一路の資源
をめぐり利益の衝突が予想されること，そして中央アジアや南アジアへの進出を巡り，ロシアやイ
ンドが警戒感を高めていることが指摘されている［白，2018126］。そして警戒感に関して最も
指摘されるものが「負債トラップ」である。佐野（2018）は，スリランカのハンバントタ港で起
こったような対中債務の膨張に対する海外からの警戒感が，一帯一路構想の進展に悪影響を及ぼす
可能性を指摘している。［佐野，201884]22。一帯一路構想を進める上では，相手国との利害関係
の調整や対外関係に気を払い，信頼を得ていかなければならない。
第章．おわりに
本論文は，一帯一路構想をめぐる様々な解釈を整理し，今後当構想を評価するために必要な視点
を提示することが目的である。したがって，ここではその視点を提示することを試みる。
一帯一路構想は，地政学的性格，国内問題解決を狙うもの，対外政策の延長線上，そして既存の
秩序への対抗と，実に様々な意味づけがされており，現時点で正確に評価することはできない。し
かし，国際公共財という視点を通じてはっきり言えることとしては，現在の世界政治経済秩序へ挑
戦しようとしている面も否定できないが，貿易，投資，援助を通じて，自国の利益を考慮に入れつ
つも，周辺国へ貢献しようとしている面もある，ということである。しかしこれだけでは，一帯一
路構想の全容を捉えたことにはならない。なぜなら，近年は自国の利益を色濃く押し出す傾向があ
るが，戦後に構築された米国主導の国際政治経済秩序もそのような面を持ち合わせていたからであ
る［藤丸，2017］。国際公共財という視点を通じて一帯一路構想の全容を捉えるためには，一帯一
路構想における貿易，投資，援助といった経済協力の行われ方，平川均（2016）が注目している
ように，アジアという地域においてこのような構想が進められていることの意味に注目するべきで
ある。
貿易や投資については本論文で取り上げたように，これまでの FTA の性質と大きく異なる「一
帯一路 FTA」について触れた。この FTA が持つ，ハイレベルな水準を要求せず，かつ対象国・
――
地域の事情を考慮する「ハードルの高くない」という性質は非常に興味深い。米国が主導していた
TPP のような，知的財産権などの非関税障壁や環境・労働など広範囲に渡る協定とは，全く性質
が異なるからである。このような貿易協定は，様々な経済発展段階にある一帯一路関係国間にとっ
て受け入れやすいものであろう。
加えて国際開発援助の分野では，すでに「国際開発援助レジーム」における規範やルールへの影
響が指摘されている。渡辺（2013）によれば，中国の対外援助が拡大する中で，それは既存の開
発援助の考え方に結果的に（…）影響をもたらしているという［渡辺，2013110］。そして，「中
国が既存の国際秩序に加わって内部から変更を加えるという従来の可能性に加え，国際秩序に加わ
らずに外部からも影響を及ぼしうることを示唆している」［渡辺，2013110］というのである。3
章において国際公共財として中国が国際秩序に影響を与えようとしているのか否かという議論を挙
げたが，中国の意図に関わらず，国際秩序が変わる可能性を渡辺（2013）は提示している。これ
は中国の開発援助の方法の有効性が，多方面に受け入れられつつあることの裏返しである。
一帯一路構想の本質を解明するためには，上述のような視点に絞り，分析を引き続き行う必要が
ある。
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